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2012年度北海道最低賃金引き上げに向けた取り組み
－北海道地域最低賃金の大幅引き上げを求める要請行動の展開を！－
１　最低賃金をめぐる経過と情勢

（１）2007年成長力底上げ戦略推進円卓会議の議論や2010年雇用戦略対話の政労使の合意で地域最賃の引き上げが急速に進む

地域別最低賃金は、2007年度に「成長力底上げ戦略推進会議」の議論を踏まえ全国平均14円の引き上げが行われて以降、2008年7月の最低賃金法の改正によって「生活保護に係る施策との整合性に配慮」が盛り込まれ、2008年16円、2009年10円と大幅な引き上げが続きました。さらに、民主党政権後は2010年６月の雇用戦略対話における最低賃金の引き上げに関する合意が政労使でなされたこともあり、17円の引き上げとなりました。しかし、昨年は東日本大震災の影響を受け、７円の引き上げに止まりました。
	※　参考－2010年６月　雇用戦略対話の合意事項

「できる限り早期に全国最低800円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国平均1,000円をめざす」


（２）北海道における2012年度の地域別最低賃金をめぐる動きについて

①　一方、北海道においては、2008年の「５年で生活保護費との乖離解消を行う」とした政労使の合意から、毎年段階的に進められ、2008年の時間単価667円から2011年には705円（14円の引き上げ）へ引き上がってきています。しかし、今年がその最終年であるものの、他県ではすでに乖離解消が進んでおり、残されているのは３道県（北海道17円、宮城７円、神奈川５円）のみとなっていますが、生活保護データの更新により、乖離が新たに生ずることとなり、北海道の場合は13円程度乖離額が拡大する見込みです。
②　北海道の最低賃金の改定に関する審議会（北海道最低賃金審議会）は６月４日に最初の会合が行われ、連合北海道としては、ア）既存の乖離は当初の合意どおり全て本年度で解消すること、イ）新たに生じた乖離については原則１年で解消することを基本的立場として審議会へ臨むとしています。
③　一方、道内経済の状況は依然として厳しい動向となっているため、生活保護費との格差解消に対して、経営側は強い難色を示すことが予想されますが、全国的な動向などを踏まえながら、生活保護費以下の地域別最低賃金はほとんどの県で解消されていることからも、経営陣の英断を求めていかなくてはなりません。
④　道内の自治体の現状においては、臨時・非常勤職員の賃金や報酬額は、多くは最低賃金を超えて、高卒初任給を基準として日額や時間単価を定めているところが多数となっています。しかし、一部の自治体においては、最低賃金を適用している自治体もありますので、他自治体との均衡から、最低賃金への張り付きを少しでも改善するように取り組みを急ぐ必要があります。
２　2012年度の課題と取り組みについて

連合北海道最賃対策委員会は、今年度の最賃改定目標を昨年同様１，０００円にすることを確認し、十分な議論を審議会で行い、その実現をめざすこととしています。特に北海道審議会の結論が８月上旬には出される情勢にあることから、それまでの間に、道民世論の喚起などを主たる目的として、北海道審議会・労働局・経営団体への要請行動を始めとし、第１合同庁舎前集会や早朝街宣行動を実施することとなりました。
つきましては、自治労北海道としても、北海道審議会に対する要請行動や昼休み集会への参加、早朝街宣行動等について、以下のとおり取り組むこととします。

記
１　北海道地域最賃の大幅な引き上げを求める要請行動
　　別紙２の要請書案を参考に、全地本・単組・総支部執行委員長名による最賃審議会に対する要請行動を行うこととしますので、下記宛先への送付をお願いします。可能な限り、補助機関などの取り組みについても追求して下さい。

要請書を送付する際、自治体当局のＦＡＸを利用しての要請行動は絶対に行わないで下さい。ＦＡＸによる送付が困難な場合は郵送して下さい。

　　なお、要請書案については、各地方本部へデータを送信しますので、全ての単組・総支部へ配信いただき、各単組・総支部において取り組み願います。
（１）送付先

※　郵送の場合

〒060-8566

札幌市北区北８条西２丁目1-1　札幌第一合同庁舎　９Ｆ

労働基準部　賃金課内

　　北海道地方最低賃金審議会　会長　道　幸　哲　也　様
※　ＦＡＸ送付の場合　　　ＦＡＸ　０１１－７５６－００５６

労働基準部　賃金課内

　　北海道地方最低賃金審議会　会長　道　幸　哲　也　様

（２）取り組み期間
　７月１７日（火）～７月２７日（金）必着
（３）取り組みの対象
　　　各単組・総支部執行委員長名等による要請行動とします。取り組みを実施した地本・単組・総支部においては、別紙１の報告書に基づき報告願います。
２　審議会の動向に合わせて第１合同庁舎前での昼休み集会の開催
（１）日　　時　　７月２６日（木）　１２：２０～（約２０分間程度）

（２）場　　所　　札幌第１合同庁舎前（札幌市北区北８条西２丁目）南向き路上

（３）集会内容　　主催者あいさつ・決意表明など

（４）参加要請　　連合北海道より３０名の参加要請がありますので、在札単組・総支部において取り組むこととします。

３　連合北海道・石狩地協による「早朝街宣行動」
（１）日　　時　　７月３０日（月）８時～（４５分間）
（２）場　　所　　札幌駅南口東側集合

（３）行動内容　　ティッシュ（チラシ）配布

（４）動員要請　　在札単組・総支部において取り組むこととします。
４　その他
　連合地協単位で街宣などの計画が提起されているところですので、各単組・総支部においては、各地協・地区連合への取り組みに結集願います。


（別紙１）
2012年度北海道最低賃金審議会への要請行動取り組み報告書

単組名　　　　　　　　　　　　　　記入者氏名　　　　　　　　　　　　　
送付（ＦＡＸ）日　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　　　通　
送付先：自治労道本部賃金労働部（ＦＡＸ：011-700-2053）
（別紙２）
北海道地方最低賃金審議会

　　　会　長　道幸　哲也　様

北海道地域最低賃金の大幅な引き上げを求める要請書
　非正規労働者の増大とそれに伴う低賃金層の増加に対して、賃金の最低限を保障するセーフティネットを強化する最低賃金制度の役割は、ますます大きくなってきています。
２００７年度に「成長力底上げ戦略推進円卓会議」の合意、２００８年の改正最低賃金法による「生活保護施策との整合性に配慮する」などの経過、２０１０年は雇用戦略対話における「早期に全国最低８００円を目指す」との政公労使合意などにより、この５年間で６１円の引き上げが行われ、北海道の最低賃金は７０５円となりました。

全国的にも、昨年、生活保護費との乖離解消が６都府県で進められましたが、依然、乖離額が残されているのは３道県であります。特に乖離額（現行１７円＋今回１３円＝３０円）が最大である北海道としては、働くことのインセンティブを高めるためには、その乖離を速やかに解消することが喫緊の課題であり、その実現を通じて安心して生活できる賃金を約束しなければなりません。
法定労働時間フルに働いても、税込み月額１２万円程度、年額でも１４０万円程度にしかならない現状です。昨年度１４円引き上げ改定に伴う影響率は、１０．１％、パートに至っては２６．７％となっており、北海道の非正規率の高さ、最低賃金に張り付く低賃金体系となっていること、生活困窮の度合いが深まっていることが明らかとなりました。連合調査による「最低限の生活を保障する水準（リビング・ウェイジ）」として示された「時間給８７０円、月額１４４，０００円」にほど遠いものとなっています。
特に、非正規労働者比率が４割弱と高く、低賃金・最低賃金に張り付く賃金体系の北海道においては、地域経済の活性化と所得税収の確保、社会保障制度の維持・充実に向けて、納税を果たせる賃金の確保と、全体の底上げは重要な課題です。
今年度の北海道地域最低賃金の改定に当たっては、２００８年に「５年で解消」と合意した期間の最終年に当たるため、生活保護費との乖離は本年度で解消するとともに、働く者が経済的に自立可能な水準への改定を強く求めるものです。

よって、北海道地域最低賃金を１,０００円に改定するよう要請します。
          ２０１２年　　　月　　　日
                      　　要請者（団体）
自治労○○市（町村）職員組合

執行委員長　○　○　○　○　　印
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